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1 動産譲渡担保が同一の目的物に重複して設定されている場合、後順位譲渡担保権者は私的実行をすることができない

2 集合動産譲渡担保の設定者が、目的動産につき通常の営業の範囲を越える売却処分をした場合、当該譲渡担保の目的である集合物から離脱したと認められない限り、当該処分の相手方は目的物の所有権を承継所得することができない

―最一判平成18・7・20金融・商事判例一二四八号二二頁―
一事実関係

１事案の概要

　本件は、ブリ・ハマチ等の養殖・加工・販売を業とするYから、Y所有の「いけす」内の養殖魚の所有権を取得したとするXが、Yに対して養殖魚の引渡しを求めた事案である。

２譲渡担保権の設定

(1) Yは、平成一二年6月三〇日、A社との間で、Aを譲渡担保権者、Yを譲渡担保権設定者とし、Yの串間漁場・黒瀬漁場のほかの漁場の「いけす」内の養殖魚全部を目的物とする集合動産譲渡担保契約を締結死(被担保債権は、AY間の養魚用配合飼料売買取引に伴う現在および将来の売掛金債権で極度額二五億円)、占有改定の方法により目的物を引き渡した。

(2) 次いでYは、平成一二年一二月七日、Bとの間で、Bを譲渡担保権者、Yを譲渡担保権設定者とし、Yの黒瀬漁場の「いけす」内の養殖魚全部を目的物とする集合動産譲渡担保契約を締結し(被担保債権は、BがYに対して現在および将来有する一切の債権で極度額一〇億円)、占有改定の方法により目的物を引き渡した。

(3) さらにYは、平成一五年二月一四日、Cとの間で、Cを譲渡担保権者、Yを譲渡担保権設定者とし、Yの串間漁場・黒瀬漁場のほかの漁場の｢いけす｣内の養殖魚全部を目的物とする集合動産譲渡担保契約を締結し(被担保債権は、YC間の商取引・金融取引に基づく債権で極度額三〇億円)、占有改定の方法により目的物を引き渡した。
３XY間の取引（本件契約１および２）

(1) Yは、平成十五年四月三〇日、Xとの間で、①Yの所有する黒瀬漁場内の特定の二一基の「いけす｣内のブリの養殖魚(原魚)一三万五二一二尾を一キログラム当たり六二〇〇円でXに売却し、売買代金は同日までのYのXに対する債務に充当すること(対当額で相殺)、②Xは、買い取った養殖魚(原魚)の飼育管理をYに委託し、Yはこれを受諾すること、③Yは、預託された養殖魚(原魚)をXから買い戻し、これに加工してXに販売し、買戻代金はYからXへの加工販売代金との精算をもって行うこととする契約を締結した(以下、｢本件契約１｣という)。

(2) また、Yは、平成十五年四月三〇日、Xとの間で、Yの所有する養殖ハマチ二七万二五六六尾を一キログラム当たり六五〇円でXに売却し、同年七月三一日までにすべての目的物を「いけす」から移動する旨の契約を締結した(以下、「本件契約2」という)。

(3) なお、本件契約１の目的物(以下、｢本件物件1｣という)および本件契約2の目的物(以下、｢本件物件2｣という)は、いずれもA、B、Cの上記各譲渡担保権の目的物でもあった。
４民事再生手続とXの引渡請求

　Yは、平成一五年七月三〇日、東京地裁に民事再生手続開始の申し立てをし、同年八月四日、同開始決定がされた。

　そこでXは、Yに対し、所有権に基づいて本件物件1および2の引渡しを求めた。

　これに対しYは、第一に、本件契約1および2は譲渡担保契約と解すべきであること、第二に、本件契約1および2に先立って、A、BおよびCが本件物件1および2を含む養殖魚について各譲渡担保の設定を受け、対抗要件を備えている以上、Xは即時所得の要件を満たさない限り、本件物件1および2の所有権を所得することはあり得ない、と主張した。

５原審の判断
　原審(福岡高裁宮崎支判平成17・1・28金融・商事判例一二四八号三三頁)は、まず第一に、本件契約1および2は、Yを売主とし、Xを買主とする本件物件1および2の売買契約を本体とする契約であり、これを譲渡担保契約と認めることはできないとし、第二に、A、BおよびCの各譲渡担保権のような集合動産譲渡担保契約においては、譲渡担保権設定者は、独自の判断において、目的物たる商品を通常の営業の範囲内において第三者に売却する権限を留保していると解されるとして、Xの請求を認容した。

　これに対し、Xが上告受理の申し立てを行ったのが本件判決である。
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